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事業継続力強化計画について

⚫ 中小企業のBCP策定を促進するため、中小企業が行う防災・減災の事前対策に関する
計画を経済産業大臣が認定する制度。令和元年創設。

⚫ 認定を受けた事業者は、税制措置や金融支援等の支援策の活用が可能。

計画認定スキーム

①計画策定
・ 申請

経済産業大臣
（地方経済産業局）

②認定

◼ 発災時の初動対応手順（安否確認、被害の確認・発信手順等）

◼ ヒト、モノ、カネ、情報を災害から守るための具体的な対策

◼ 計画の推進体制（経営層のコミットメント）

◼ 訓練実施、計画の見直し等、取組の実効性を確保する取組

◼ 認定事業者によるロゴマーク使用

◼ 防災・減災設備導入に対する税制措置

◼ 低利融資、信用枠拡大等の金融支援

◼ 補助金（ものづくり補助金）採択時の加点措置

中小企業
小規模事業者
※協力者として、大企業や

経済団体等も参画可能

事業継続力強化計画の記載項目

認定を受けた事業者に対する支援

【計画の種類】

■事業継続力強化計画

中小企業・小規模事業者が単独、または、協力者の協
力の下で実施する計画

■連携事業継続力強化計画

２者以上の中小企業者・小規模事業者が他の中小企
業等や大企業や経済団体等と連携の下で実施する計画

【事業継続力強化計画（中小企業庁HP）】
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.htm

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.htm


流域治水対策における事業継続力強化計画での対応

リスク想定

人

モノ

カネ

情報

⚫ 事業継続力強化計画の申請書では、想定される自然災害等の記載を求めている。

⚫ 水害については、申請者が自治体や国交省が公表するハザードマップを確認の上、事業者
所在地における浸水の予想高さ等を具体的に記載することを認定の必要条件としている。

当社の事業拠点は○○県○○市にあり、以下の自然災害が予想
される地域である。
●今後30年以内に震度６弱以上の地震が発生する確率が
19.5％（J-SHIS地図参照）。 当該地震による津波が20cm。
●水災時に20cm～50cmの浸水（○○市ハザードマップ参
照）。また、例年、年に数回、台風が通過していることから、風害や
一時的な豪雨による被害も想定される。

＜ハザードマップ等の確認方法＞

• 地域の自治体HP

• 国土交通省ハザードマップポータルサイト
https://disaportal.gsi.go.jp/

• 国土交通省川の防災情報
https://www.river.go.jp/

国土交通省ハザードマップ

＜記載例＞

＜申請書様式（一部抜粋）＞

自治体や国土交通省が公表する
ハザードマップを活用

https://disaportal.gsi.go.jp/
https://www.river.go.jp/


省庁間連携によるBCPセミナーの開催

⚫ 中部経済産業局、中部地方整備局庄内川河川事務所、名古屋市、名古屋商工会議所が連携し、
水害ＢＣＰを企業に策定してもらうことを目的として、 「水害版ＢＣＰ策定セミナー」を計３回開催。

（企業等延べ３５社、人数延べ５７人参加）

第１回 「BCPの必要性について学ぶ」 第２回 「被災経験、BCPを次の経営に繋げる」 第３回 「簡易BCP作成ワークショップ」

日時：令和4年11月30日（水）14時～

場所：名古屋商工会議所

講演：BCP作成支援ツールを活用した

簡易BCP作成ワークショップ
パシフィックコンサルタンツ㈱（セミナー事務局） 井手上 聡司

BCP作成支援ツール（Excel）を使ってBCPを
作成する手順や操作方法について事務局より解
説し、参加者の企業代表者の方には実際に入
力作業を実践。

日時：令和4年7月25日（月）14時～

場所：名古屋商工会議所

講演：①水災害と防災対策について
庄内川河川事務所 調査課長 板倉 舞

②事業継続力強化計画制度概要・

申請方法について
中部経済産業局 中小企業課総括係長 中島徹

③地域連携BCPについて
中部経済産業局総務課 災害対策専門官 安藤憲一

④ BCP作成支援ツールの概要について
パシフィックコンサルタンツ㈱（セミナー事務局） 井手上 聡司

近年の水災害や名古屋市の水害リスクの解説、
事業継続力強化計画認定制度や地域連携BCP
の重要性についての説明、BCP作成支援ツールを
紹介。

日時：令和4年10月6日（木）14時～

場所：名古屋商工会議所

講演：①東海豪雨の経験を事業継続に活かす
～被災経験、BCPを次の経営に繋げる～

菊谷生進堂㈱ 代表取締役社長 菊谷 勝彦

②事業継続力強化計画策定支援について

～アドバイザーと菊谷社長とのトークセッション～

菊谷生進堂㈱ 代表取締役社長 菊谷勝彦

中小企業基盤整備機構 ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 仲保吉正

③BCP策定に必要な諸データについて

パシフィックコンサルタンツ㈱（セミナー事務局） 飯田進史

東海豪雨での被災経験を踏まえたBCP策定につ
いての企業経営者によるご講演の後、BCP策定
当時を振り返りながら事業継続力強化計画策定
支援への理解を深めた。

中部経済産業局
中島 徹 氏

中部経済産業局
安藤 憲一 氏

中小企業基盤整備機構

仲保 吉正 氏

菊谷生進堂㈱

菊谷勝彦氏




